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働きたい、起業したいなどシニア世代のニーズを支援すること
により、高齢者に社会で活躍して頂き、奈良で暮らしてよかった
と感じて頂くとともに、県全体の労働力を強化する。

【高齢者のニーズ】
高齢者が働く理由は多岐にわたり、収入のために働いている方は５割未満。

１ はじめに
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【県の課題】
本県の高齢者の有業率は全国より低く、有業率を引き上げることにより、
県全体の労働力は大きくなる。



収入がほしいから
45.8%22.0%4.5%23.7%

4.0%高齢者が仕事をしている理由 収入がほしいから

仕事そのものが面白いから、
自分の知識・能力を生かせるから
仕事を通じて友人や仲間を
得ることができるから
働くのは体によいから、
老化を防ぐから
その他

収入以外の理由
54.2％

【出典】内閣府「高齢者の経済活動に関する調査」（令和元年度）を元に県作成

２ 事業実施の背景
 高齢者のニーズについて

2 【出典】厚生労働省「就業構造基本調査」を元に県作成

 県の有業者数について

57.9万人 54.4万人
6.4万人 9.3万人

4050
6070

奈良県における有業者数の推移

65歳未満 65歳以上
Ｈ２４年 64.3万人 R4年 63.8万人（Ｈ２４年から▲0.5万人）

0.0%10.0%20.0%30.0% 65歳以上有業率の比較（R4年）（65歳以上有業者÷65歳以上人口）
全国：25.3％ 奈良県：21.9％（全国より▲3.4％）



３ 支援体制

3

①転職・就労継続
＜例＞
• 都市部の大企業から、県内の
中小企業へ転職

• 未経験分野への転職

高齢者の
多様なニーズ

一元的な相談窓口
（奈良しごとｉセンター）

関連部署及び
施策（例）

②起業・独立
＜例＞
• 経験や知識を生かした起業
• 新規就農
• NPO法人設立

③地域貢献活動
＜例＞
• ボランティア活動
• NPOへの参加

 高齢者の多様なニーズに対し、一元的な相談窓口を設置し、適切な施策へ橋渡しする。

関連施策へ
適切に橋渡し

リスキリング

新規就農

ボランティア

ＮＰＯ

起業

プロ人材（プロフェッショナル人材）
キャリアチェンジの選択肢（例）

関係
機関

相談窓口と緊密に連携
県庁



４ 一元的な相談窓口
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奈良しごとｉセンター

☎ 0742-23-5730
（受付時間：月～土曜日 9:00～17:00）

相談ご希望の方は・・・

「奈良しごとｉセンター」
【住所】
〒630-8325
奈良市西木辻町93-6 エルトピア奈良１階
（受付時間：月～土曜日 9:00～17:00）
� JR奈良駅（東口）から徒歩15分
� 奈良交通バス

市内循環・内回り 「瓦町」バス停下車すぐ

narasigoto-i@office.pref.nara.lg.jp

電話

メール

来所

令和7年４月１日から、「奈良しごとｉセンター」に定年後のキャリアチェンジ相談窓口を設置。



「シニア起業支援事業」
５ 主な支援策の紹介

STEP1：
行動プラン立案

STEP2:
事業計画策定

STEP3：
起業起業へのプロセス

【起業に向けた行動プラン作成】
受講者のキャリアを再確認するため
の講座を開催。

＜講座の内容（検討中）＞
① 起業までのスケジュールや基礎知
識、心構え等

② これまで歩んだキャリアの再確認
③ 起業に向けた行動プランの作成
④ シニア起業経験者との交流会
（ネットワークづくり）

奈良県と支援機関による支援策
【事業計画の策定支援】
セミナー・個別相談により、事業計画
の策定を支援。

＜セミナーの一例＞
• 創業塾 （商工会議所）
• 夢をかなえる土曜塾、個別相談会
（奈良県よろず支援拠点）

【起業支援金】
起業にあたり必要な経費に対し、最
大200万円（補助率1/2）を支援金と
して交付。

【起業までの伴走支援】
補助金採択者に対し、起業に至るま
で専門家が伴走支援を実施。

県実施 県実施
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• 自らの経験や知識を活かした起業に踏み出す足がかりとして、行動プランを立案する講座を開催。
• 起業に要する費用に対し起業支援金を支給し、さらに専門家が起業に至るまで伴走支援を実施。

関係機関実施



「県内就労あっせん事業」

6

• 豊富な知識・経験を有する高齢者等が、プロフェッショナル人材（高度専門人材）として、経営課題を抱える中小
企業を支援（プロフェッショナル人材戦略拠点）。

③直接雇用（又は副業）により
課題解決を支援

営業
企画

生産
管理

商品
開発

事業
承継

海外
展開

②本人の知識・経験をふまえ
企業を選定（プロフェッショナル人材として紹介）①社会で引き続き活躍したい

高齢者等の相談を受付・登録

マネジメント能力経営戦略の策定手腕設計・製造の業務経験会計・財務の知識

プロ人材と中小企業とのマッチング支援体制


